
証券コード 2345

2019年６月26日
　

株 主 各 位
　

東京都品川区上大崎二丁目15番19号

（本社事務所 東京都港区白金一丁目17番３号）

ア イ ス タ デ ィ 株 式 会 社

代表取締役社長 中 川 博 貴
　

臨時株主総会招集ご通知

拝啓 平素は格別のご高配を賜り厚く御礼申し上げます。

　さて、当社臨時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、なにとぞご出席くだ

さいますよう、ご通知かたがたお願い申し上げます。

　なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができます

ので、お手数ながら後記株主総会参考書類をご検討いただき、同封の議決権行使書用

紙に各議案に対する賛否をご表示いただき、2019年７月10日（水曜日）午後６時まで

に到着するようにご返送いただきたく、お願い申し上げます。

敬 具

記

1. 日 時 2019年７月11日（木曜日）午後2時00分（受付開始 午後1時30分）

2. 場 所 東京都中央区日本橋茅場町一丁目５番８号

東京証券会館９階会議室

(末尾の「株主総会会場ご案内図」をご参照ください。）

3. 目 的 事 項

決 議 事 項

第１号議案 定款一部変更の件

第２号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）１名選任の件

第３号議案 ストック・オプションとして新株予約権を発行する件

以 上
〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
　当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くだ
さいますようお願い申し上げます。なお、株主総会参考書類の内容に修正すべき事項
が 生 じ た 場 合 に は、 書 面 に よ る 郵 送 ま た は 当 社 ホ ー ム ペ ー ジ
(https://www.istudy.co.jp）に掲載させていただきます。
　総会ご出席者へのおみやげはご用意しておりませんので、あらかじめご了承いただ
きますようお願い申し上げます。
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株主総会参考書類

議案及び参考事項

第１号議案 定款一部変更の件

１. 変更の理由

(1)今後の事業展開の多様化に対応するため現行定款第２条（目的）につきまし

て、事業目的を追加するものであります。

(2)業務の効率化を図るため本店所在地を東京都品川区から主要な業務を営む営

業所の所在する東京都港区に変更するものであります。なお、本変更につき

ましては、2019年８月１日に効力を発生することとし、その旨の附則を設け

るものであります。

２. 変更の内容

変更の内容は、次のとおりであります。なお、本議案にかかる定款変更第２

条は、本総会終結の時をもって効力を生じるものとします。

（下線は変更部分を示しております。）

現行定款 変更案

第１章 総則

（目 的）
第２条 当会社は次の事業を営むことを
目的とする。
1.情報処理システムの設計及び開発
2.情報処理に関するコンサルティング
3.ソフトウェアの企画、設計、開発及び
販売
4.情報処理技術者の育成及び研修の実施
5.情報処理に関する技術資料の開発及び
制作
6.人材育成及び教育研修の実施
7.有料職業紹介業務
8.人材派遣業務
9.出版物の企画、制作、販売に関する業
務
10.広告宣伝代理業務
（新 設）

（新 設）
11.前各号に付帯する一切の事業

第１章 総則

（目 的）
第２条 当会社は次の事業を営むことを
目的とする。
1.情報処理システムの設計及び開発
2.情報処理に関するコンサルティング
3.ソフトウェアの企画、設計、開発及び
販売
4.情報処理技術者の育成及び研修の実施
5.情報処理に関する技術資料の開発及び
制作
6.人材育成及び教育研修の実施
7.有料職業紹介業務
8.人材派遣業務
9.出版物の企画、制作、販売に関する業
務
10.広告宣伝代理業務
11.企業における求人・採用活動に関す
る宣伝の受託、並びにコンサルティング
12.経営コンサルティング
13.前各号に付帯する一切の事業
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（下線は変更部分を示しております。）

現行定款 変更案

（本店の所在地）
第３条 当会社は、本店を東京都品川区
に置く。

（本店の所在地）
第３条 当会社は、本店を東京都港区に
置く。

（新 設） 附則
第1条 第３条の変更は2019年８月１日
に効力を生じる。
第２条 附則第１条及び本条は、前条の
実施期日をもってこれを削除する。
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第２号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）１名選任の件

今後の事業拡大及び経営基盤の強化を図るため、取締役（監査等委員である取
締役を除く。）１名を増員することとし、その選任をお願いするものであります。
なお、新たに選任する取締役の任期は、当社定款の定めにより、選任後１年以内
に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時株主総会終結の時までとなり
ます。
取締役候補者は次のとおりです。

氏名
（生年月日）

略歴、地位、担当及び重要な兼務の状況
所有する
当社株式
の数

鈴
す ず き し ん

木 伸
(1968年３月５日生)

1991年３月 株式会社ジャパンシステムクリエ
ーション（現 株式会社カイカ）
入社

―

2005年４月 株式会社アイビート（現 株式会
社カイカ）執行役員第一ソリュー
ション開発本部長

2008年４月 株式会社ＳＪアルピーヌ（現 株
式会社カイカ）執行役員第二ソリ
ューション事業部事業部長

2009年４月 株式会社ＳＪＩ（現 株式会社カ
イカ）執行役員第二ソリューショ
ン事業部事業部長

2009年８月 聯迪恒星(南京)信息系統有限公司
取締役

2013年１月 Care Online株式会社（現 株式会
社ケア・ダイナミクス）取締役
介護情報システム部長

2013年７月 株式会社カイカ国内事業統轄本部
サービス事業本部長

2014年４月 株式会社カイカ事業統轄本部第一
事業本部 本部長

2016年４月 株式会社カイカ第一事業本部本部
長

2018年１月 株式会社カイカ代表取締役社長
（現任）

2018年12月 株式会社東京テック代表取締役社
長（現任）

2018年12月 株式会社ＣＣＣＴ代表取締役社長
（現任）

候補者とした理由
鈴木伸氏は、当社の親会社である株式会社カイカの代表取締役として経営にかか
わり手腕を発揮しております。当社が掲げている事業戦略の要となるLMS事業の強
化、ブロックチェーン技術者の育成、人材紹介事業の拡大などに、その知見と手
腕を経営に活かしていただくため、取締役として選任をお願いするものでありま
す。

（注）1.取締役候補者と当社との間には特別な利害関係はありません。
2.鈴木伸氏は、新任の取締役候補者であります。
3.鈴木伸氏は、現在親会社である株式会社カイカの業務を執行しております。なお、株式会社
カイカにおける地位及び担当につきましては、「略歴、地位、担当及び重要な兼務の状況」に
記載の通りであります。
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第３号議案 ストック・オプションとして新株予約権を発行する件

会社法第236条、第238条及び第239条の規定に基づき、当社の取締役（監査等委

員である取締役を除く。）及び従業員に対して、特に有利な条件によりストック・

オプションとして新株予約権を割り当てること及び当該新株予約権の募集事項の

決定を当社取締役会に委任することにつき、ご承認をお願いするものであります。

また、本議案は会社法第361条の規定に基づき、当社取締役（監査等委員である

取締役を除く。）に対するストック・オプションとしての新株予約権に関する報酬

等の額及び具体的な内容につき、併せてご承認をお願いするものであります。

なお、本議案について監査等委員会において検討がなされ適切であるとの意見

を頂戴しております。

なお、現在の当社の取締役（監査等委員である取締役を除く。）の人数は、４名

（うち社外取締役は１名）であり、第２号議案「取締役（監査等委員である取締役

を除く。）１名選任の件」が原案どおり可決されますと、取締役（監査等委員であ

る取締役を除く。）の人数は５名（うち社外取締役は１名）となります。

１. 有利な条件をもってストック・オプションとして新株予約権を発行すること

が必要な理由

当社の業績と取締役（監査等委員である取締役を除く。）及び従業員の利益を連

動させることにより、企業価値向上への貢献意欲と士気を一層高め、当社業績の

向上を図ることを目的として、当社取締役（監査等委員である取締役を除く。）及

び従業員に対してストック・オプションとして新株予約権を無償で発行するもの

であります。

２. 当社の取締役（監査等委員である取締役を除く。）に対する報酬等の額

本議案は、当社取締役（監査等委員である取締役を除く。）に対して割り当てる

ストック・オプションとしての新株予約権に関する報酬等の額として年額100百万

円（うち社外取締役は20百万円）を、上限として設ける旨の承認をお願いするも

のであります。

ストック・オプションとしての新株予約権として付与される報酬等の額及び具

体的な内容は、会社業績並びに監査等委員以外の取締役（社外取締役含む）の各

職責に応じた当社における業務執行の状況・貢献度等を基準として決定しており

ます。当社は、新株予約権が当社の企業価値向上への貢献意欲や士気を一層高め

ることを目的として割り当てられるストック・オプションであることから、その

具体的な内容は相当なものであると考えております。

なお、当社の取締役の報酬等の額は、2016年１月21日開催の臨時株主総会にお

いて、取締役（監査等委員である取締役を除く。）の報酬額は年額120百万円以内

とする旨ご承認いただいておりますが、当該報酬額とは別枠で設定するものであ

ります。

― 5 ―

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2019年06月14日 16時43分 $FOLDER; 5ページ （Tess 1.50(64) 20181220_01）



３. 新株予約権の発行要領

（１）新株予約権の目的である株式の種類及び数

新株予約権の目的である株式の種類は普通株式とし、新株予約権１個の目的で

ある株式の数（以下「付与株式数」という。）は100株とする。なお、新株予約権

の目的である普通株式の数は、200,000株を上限とし、下記に従って付与株式数が

調整される場合は、（２）の上限の数に調整後の付与株式数を乗じた数とする。

なお、当社が、新株予約権の割当を行った日（以下「割当日」という。）後、株

式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により付与株式数についてのみ行

われ、調整の結果生じる１株未満の端数は切り捨てる。

調整後付与株式数＝調整前付与株式数×株式分割・株式併合の比率

また、割当日後、当社が存続会社となる吸収合併を行う場合、当社が他社と株

式交換を行い完全親会社となる場合、または、当社が会社の分割を行う場合等株

式数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じたとき、当社は必要と認める付

与株式の調整を行うことができる。

（２）発行する新株予約権の総数

2,000個を上限とする。

（３）新株予約権の払込金額

新株予約権と引き換えに金銭の払込を要しない。

（４）当該新株予約権の行使に際して出資される財産の価額又はその算定方法

１個当たりの新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、新株予約権

の行使により交付を受けることができる株式１株当たりの払込金額（以下、「行使

価額」という。）に付与株式数を乗じた金額とする。

行使価額は、新株予約権の割当日の属する月の前月の各日（取引が成立しない

日を除く。）の東京証券取引所における当社普通株式の普通取引の終値（以下「終

値」という。）の平均値と割当日の前日の終値（前日に終値がない場合は、それに

先立つ直近日の終値。）のいずれか高い金額に1.05を乗じた金額とし、１円未満の

端数は切り上げる。

調整後行使価額＝調整前行使価額×
１

分割・併合の比率

また、時価を下回る価額で新株式を発行する場合又は自己株式を処分する場合

（新株予約権の行使により新株式を発行又は自己株式の処分をする場合を除く。）

は、次の算式により行使価額を調整し、調整の結果生じる１円未満の端数は切り

上げる。
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調整後

行使価額＝

調整前

行使価額 ×

　既発行株式数＋
新規発行株式数×１株当たり払込金額

　 新規発行前の株価

既発行株式数＋新規発行による増加株式数

上記算式において、「既発行株式数」とは、当社の発行済株式総数から当社が保

有する自己株式数を控除した数とし、自己株式の処分を行う場合には、「新規発

行」を「自己株式の処分」、「１株当たり払込金額」を「１株当たり処分金額」と

読み替えるものとする。

さらに、当社が存続会社となる吸収合併をする場合、当社が他社と株式交換を

行い株式交換完全親会社となる場合、その他これらの場合に準じて行使価額を調

整すべき場合にも、必要かつ合理的な範囲で、当社は行使価額を適切に調整する

ことができるものとする。

（５）新株予約権を行使することができる期間

割当日の翌日から２年を経過した日より３年間の範囲内とする。

（６）新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び

資本準備金に関する事項

①新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本金の額は、

会社計算規則第17条第１項に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の

金額とし、計算の結果１円未満の端数が生じたときは、その端数を切り上げる

ものとする。

②新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本準備金の額

は、上記①記載の資本金等増加限度額から上記①に従って算出された増加する

資本金の額を減じた金額とする。

（７）新株予約権の行使の条件

①新株予約権者は、権利行使時においても、当社の取締役及び従業員その他これ

に準ずる地位にあることを要する。ただし、当社の取締役会が承認した場合は

この限りではない。

②新株予約権の譲渡、質入その他の処分及び相続は認めない。

（８）譲渡による新株予約権の取得の制限

譲渡による新株予約権の取得については、当社取締役会の決議による承認を要

するものとする。

（９）新株予約権の取得条項

当社が消滅会社となる合併契約、当社が分割会社となる吸収分割契約、当社が

分割会社となる新設分割計画、当社が完全子会社となる株式交換契約又は当社が

完全子会社となる株式移転計画が当社の株主総会で承認されたとき（株主総会に

よる承認が不要な場合は、当社取締役会で承認されたとき）、当社は、取締役会が

別途定める日の到来をもって、新株予約権全部を無償にて取得することができる。
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（10）組織再編時の新株予約権交付に関する事項

当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、

株式交換又は株式移転（以上を総称して以下、「組織再編行為」という。）を行う

場合には、組織再編行為の効力発生日において、新株予約権の新株予約権者に対

し、会社法第236 条第１項第８号イからホまでに掲げる株式会社（以下、「再編対

象会社」という。）の新株予約権を以下の条件に基づき交付するものとする。但

し、以下の条件に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契

約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約又は株式移転計

画において定めた場合に限るものとする。

①交付する再編対象会社の新株予約権の数

組織再編行為の効力発生日直前において新株予約権者が保有する新株予約権の

数と同一の数を交付する。

②交付する再編対象会社の新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の普通株式とする。

③交付する再編対象会社の新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

組織再編行為の条件を勘案のうえ、上記（１）に準じて再編対象会社が決定す

る。

④交付する再編対象会社の新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

交付する再編対象会社の各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、

上記（４）に従って定められる調整後行使価額を基準に組織再編行為の条件等を

勘案のうえ再編対象会社が合理的に決定する価額に、上記③に従って定められる

当該新株予約権１個当たりの目的である再編対象会社の株式の数を乗じた額とす

る。

⑤交付する再編対象会社の新株予約権を行使することができる期間

上記（５）に定める権利行使期間の初日と組織再編行為の効力発生日のうち、

いずれか遅い日から上記（５）に定める権利行使期間の末日までとする。

⑥譲渡による交付する再編対象会社の新株予約権の取得の制限

譲渡による交付する再編対象会社の新株予約権の取得については、再編対象会

社の取締役会の決議による承認を要するものとする。

⑦交付する再編対象会社の新株予約権の行使の条件

上記（７）に準じて決定する。

⑧交付する再編対象会社の新株予約権の行使により株式を発行する場合における

増加する資本金及び資本準備金に関する事項

上記（６）に準じて決定する。

⑨交付する再編対象会社の新株予約権の取得条項

上記（９）に準じて決定する。

(11) 細目事項

新株予約権に関する細目事項については、取締役会決議により定める。

以上
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日
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新
大
橋
通
り

八重洲通り

髙島屋
第二証券会館

東京証券取引所

東京証券会館

永代通り
日本橋駅 茅場町駅 東西線

日比谷線都営浅草線銀座線

株主総会会場ご案内図

［会 場] ：東京証券会館９階会議室

東京都中央区日本橋茅場町一丁目５番８号
電話 (03)3667-9210

　

　

［交 通］
東京メトロ東西線・日比谷線 茅場町駅８番出口直結
東京メトロ銀座線・東西線、都営浅草線 日本橋駅 Ｄ２出口
徒歩５分
ＪＲ東京駅 八重洲北口 徒歩10分

［お願い］
駐車場の用意はいたしておりませんので、お車でのご来場は
ご遠慮くださいますようお願い申し上げます。
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